
第６回「明日の京都」ビジョン懇話会

テーマ：「つながる」

◇論点１：家庭や地域において、人々はどのようにつながるか？
＜人と人のつながり ＞（価値観①）

◇論点２：人々はどのような価値観で、地域とつながるか？
＜人と地域のつながり ＞ （価値観②）

「明日の京都」ビジョン検討ＰＴ
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【論点 １ 】 家庭や地域において、人々はどのようにつながるか？
＜人と人のつながり＞

資料② 家族・地域社会の変化について

「コレクティブハウス」など多世代交流につながる住宅や施設が出現しています。（図１－⑤）

ＮＰＯのように課題解決機能を備えた自治会への脱皮を目指す動きがでてきています。（図１－⑥）

地域社会の現代的なコミュニティとして、「こども」や「イベント」を軸として結ばれる自由でゆるやかな共同体が必要という意見
があります。（図１－⑦）

現代的なコミュニティの１つとして、「祭」でつながる共同体づくりを目指す様々な取組が行われています。（事例１－⑧）

資料① 「働く」「学ぶ」「育む」の議論から見えてきた家族・地域社会の問題

ご意見をいただきたいこと

家庭や地域において、人と人とのつながりはどのようにありたいと考えますか？

また、そのためには、どんなことをしていかなければならないとお考えですか？

資料③ 家族・地域社会の新しいつながりについて

一人暮らし世帯・核家族世帯が増加しています。（図１－①）

子ども世代との同居を希望しない人が増えており、背景には親世代の独立志向の高まりがあります。（図１－②）

近隣関係はやや希薄になっており、町内会・自治会への参加頻度も少なくなっています。（図１－③）

一方、社会への貢献意識は高まっており、ＮＰＯ法人数は年々増加しています。（図１－④）
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「働く」「学ぶ」「育む」の議論から見えてきた家族・地域社会の問題 

 家族の問題 地域社会の問題 

「働く」 

●経営する側は実践で使える専門的な学校を出た子どもたちが欲しいと考えているにもかかわらず、親は一部

の安定した職場だけが職場だけであると考えており、このミスマッチを解消することが必要である。 
●働く場所と住む場所が分離し、子どもに働く姿を見せていないことが問題化している。 
●親が額に汗して働く姿を見せるなど、日常的な生活の中で働くとはどういうことなのかを考えさせることが

大事である。 
●収入を伴うもののほか家事労働等も含めて正当な評価を与える仕組みを工夫することが大事である。 

●大人が子ども達を安易に甘やかしすぎず、安易な方向に流れることを避けるような場づくりをすることが大事である。 
●選択してもらいたい仕事や職場、地域の魅力・価値をクローズアップして、若者たちにどのように見せていけるかが大事である。 
●身辺自立できない者が社会的に自立することは困難であり、自立に必要な情報を教育から与えていないことが問題である。 
●我々自身が職業に対するもっと豊かな、あるいはもっと複線化して多様な価値観を追求していけば、誰もがやりがいを持って様々な職業に就

くことができる社会になるのではないか。 
●京都は伝統工芸が非常に根強く残っているのに、若い人達がそこに携わっていく場がない。 
●「地方の不便さ」を人間らしく生きることに繋がるものとか、価値観の転換みたいなことを考える場にするとか、そのような発想で捉えた方

がいいのではないか。 
●交通の便が良くならないと繋がり感が持てず、その繋がり感こそが重要である。 

「学ぶ」 

●生活習慣の崩れが学力低下につながっており、家庭、社会のあり方を自覚し直さなければならない。 
●大家族でありながら同じ敷地内で核家族化するなど、家庭内の関係・親子関係が崩れてきており、こうした

点において子どもの負担が増えてきている。 
●家庭で大事なことはしつけしかないと思っている。 
●学校、社会、地域、家庭などの教育の一番の基盤となるところには、ずっと長い間、互いの「信頼」があっ

たが、これが壊れてきていることから、その再生の問題を考えていく必要がある。 
●家庭にあっては親と子が信じ合うことが重要であり、また社会にあっては権利と義務というものがあって初

めて一人の社会人・人間として尊重されうるという意識をみんなで育んでいかなければならない。 
●学校以上に大切なのが家庭であり、親の考え方等が子どもに反映される。 
●食の大切さ、食に関する基本的な生活習慣が失われつつある中で、様々な社会問題が発生していると考える。

●家庭の問題を学校に持ち込む親がいて、疲れてしまっている先生も多い。 

●地域社会においても、犯罪等への対応ばかりが先行し、挨拶等の社会生活の基本的なことが希薄になってきている。 
●地域の歴史や伝統というものをしっかりと教える教育を行い、地元に誇りを持つ子どもを育てていく必要がある。 
●学校、社会、地域、家庭などの教育の一番の基盤となるところには、ずっと長い間、互いの「信頼」があったが、これが壊れてきていること

から、その再生の問題を考えていく必要がある。 
●大学の授業で学ぶことよりも、学生祭典等を通じて町中で学ぶことが多かった。 
●せっかくの方言という貴重な日本の文化、地域の文化がなくなってしまうことは残念である。 
●地域の普段の生活の中にあるもの、昔から続いているものを体験しながら、日本の文化、地域の文化を学べるのは京都ならではのことであり、

これからも失って欲しくないと考える。 
●以前はPTAが学校を支え、地域において親と先生が学校をいかに良くしていくかというようなことを話し合う空気があったが、これが薄く
なっている気がする。 
●子どもと真に向き合い、子どもをクラブ活動や地域社会に連れだして、いろいろな人との出会いをつくり、感動を与えるような環境、先生の

教える環境をもう少し見ていくべきである。 

「育む」 

●男性も女性と同様に子どもを育てる権利があるのに、長時間労働等で子育てができないなどの問題がある。

●テレビの存在により、本来家族が持つべき時間を奪ってしまっている点や、うまく子どもを叱れないといっ

たことが「育む」というところで問題となる。 
●今の時代、昔のように子どもに接してやれないため、そうしたことへの対応も必要 
●足るを知ることを身に付けさせてあげることや、少々の不自由さを経験させることから、子どもにも真の喜

びや知恵が湧いてきて、豊かな想像力が養われていく。 
●家族でしか高齢者を介護できないという社会情勢の中で、家族崩壊などの事態を、介護予防等をはじめ、こ

れからなんとかする必要がある。 
●我々親は、子どものことを語る前に、親としてしっかりとした知識を持っているのか、あるいは子どもに問

題がある場合、原因は自分自身にあるのではないか、といったことを考えていくべきである。 
 
 

●スウェーデンのように、小学校・幼稚園・保育園の設立時に老人ホームを併設すれば、世代間交流が生まれる。 
●社会が障害者から学ぶことは多く、障害者と健常者がもっと関わることが必要である。 
●子どもを産んだことによる地域とのつながりの中で、みんなで豊かで安心できる地域社会を作ること、親として学び、育つことなどの社会力

が低下している。 
●子育てや高齢者介護は多くの人や社会の力が必要だが、何でも自分の力でということで、行き詰まり感が出ている。 
●おじいさん、おばあさんや、いろいろなメンバーとの地域活動など、子どもが周囲の人からどれだけ多くの感動を受けたかが、子どもの成長

に大きく影響する。 
●野外活動等の取組等、幅広い年代が関われるような子育て環境をつくることが必要である。 
●祭りを通じて地域コミュニティが成立し、子どもも地域社会から多くのことを教わってきたが、地方でもこうした機会がなくなりつつある。

こうしたことから地域コミュニティを立て直し、子ども達を育んでいってはどうかと思う。 
●子育ては周りの人の協力等が大切であり、周りの人の意識を変えるところを行政は行っていくべきと思う。 
●子育てや高齢者・障害者の課題・問題は、自分たちの文化や生活スタイル、価値観を次世代に伝えるという意味では「個」の問題ではないと

思う。 
●ＮＰＯ、地域団体、高齢者や子どもの手が離れた女性の集まり等、小さなグループのサポートをどれだけ地域で引き出していけるか、行政が

グループの位置付けを明確にし、経済的にも情報的にも支援することで大きな効果が生まれると思う。 
●日本の心のふるさとと言われる京都がここ数十年のうちに何を失いつつあるのかを自覚して、「我慢をする心」や「おもんぱかる心」を持つ

ことにより何が自分に生まれてくるかということを、特に次の世代に体験してほしい。 
●寺院の階段は、人と人とが手を取り合って上れば障害ではなくなる。そうした支え合いの社会がバリアフリーの社会であり、人とのふれあい

やつながりが重要になっていく。 
●多様なものを受け入れ、多様なタイプの人間ががんばるという社会システムを工夫することが大切な時代になっている。 
●子ども達に社会の経験とか知見を伝えるのはシニア世代が一番ふさわしい。シニアパワーを子育てに活かす仕組みを構築することが大きなポ

イントである。 

「明日の京都」ビジョン検討ＰＴ作成  

資 料  ① 
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（図１ー①ー１）一般世帯の家族類型別割合の推移（全国）

出典：総務省統計局「平成１７年度国勢調査第１次基本集計結果」

（図１ー②ー２）子ども世代との同居を希望しない理由（図１ー②ー１ ）子ども世代との同居の意向

出典：内閣府「国民生活白書」（平成１９年版）出典：内閣府「国民生活白書」（平成１９年版）

（図１ー①ー２）自殺者の推移（自殺統計）

出典：内閣府「自殺対策白書」（平成２０年版）
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（図１ー③ー２）町内会・自治会への参加頻度

出典：内閣府「国民生活白書」（平成１９年版）

出典：内閣府「国民生活白書」（平成１９年版）

（図１ー④ー１）社会貢献意識の推移

（図１ー③ー１） 近所付き合いの程度の推移

出典：内閣府「国民生活白書」（平成１９年版）
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出典：内閣府ＮＰＯホームページ「特定非営
利法人の活動分野」より、「明日の京都」ビ
ジョン検討ＰＴ作成（各年12.31現在）

（図１ー④ー２）ＮＰＯ法人数の推移
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（図１－⑤） 「コレクティブハウス」等の事例

以上出典：内閣府「国民生活白書」（平成１９年版）

＜国内の事例＞

＜海外の事例＞

●日本で初めての多世代・賃貸型コレクティブハウス（東京都）
⇒12階建てビルの２～３階部分がコレクティブハウス
⇒ワンルームから２ＤＫの独立した住居とともに、キッチン、ダイニング、リビング、
ランドリールーム（洗濯部屋）、子どもと大人の遊びコーナー、菜園や工作のテラ
スなどの共用空間

●多世代が住むことを一つのねらい
⇒住まい手が居住空間の設計や暮らしのルールづくりに参加することで自分たち
の暮らしそのものを時間をかけてつくっていくという手法

⇒口コミでコミュニティのある暮らしを望む多様な人たちが徐々に集まる

●暮らしの事例
⇒2007年３月現在においても、このような暮らしを望む子育て家族や夫婦、単身
者など0歳から80代までの居住者40人が生活する状況
⇒居住者が16の活動グループに所属して共用空間を自分たちで管理・運営
⇒仕組みの一つとして、居住者が2～3人１組になって当番制で料理を作り、希望
する居住者が夕食を楽しむ「コモンミール」が週３回行われており、平日は16～
７人、週末は25人程度が参加
⇒当番は、個人単位であり、一人一人がつながりを広げられる仕組み

●居住者の感想
⇒「家族の他にも相談できる人ができて助かった」とか、現在育児中の夫婦は、

「子育ての先輩である高齢者からアドバイスが得られる」といった声
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（図１ー⑥）新しい自治会の取組

出典：三重県「身近なまちづくり実践マニュアル」（平成１８年３月）

（図１ー⑦） 地域のつながりを豊かにするためには

出典：総務省「コミュニティ研究会」委員提出資料から

■京都に学ぶ学生が大学、経済界と連携し、学生文化等
を発信する「京都学生祭典」
平成15年から始まった「京都学生祭典」は、京都に学ぶ
学生が大学、経済界、行政、府民等と連携し開催。
毎年、学生による実行委員会と大学、経済界、行政等を
メンバーとした組織委員会が企画を練り上げ実施。
祭典の創作踊りである「京炎そでふれ」を踊ったり、全国
おどりコンテストを実施。

20年度は、60大学4専門学校1,105人が実行委員として
参画し、来場者は22万人を超えた。

（事例１ー⑧ー１）「現代的なコミュニティ」

出典：「明日の京都」ﾋﾞｼﾞｮﾝ検討ＰＴ作成

「きょうえん」という響には「共演」
「競演」というような意味もあり、
学生が市民と「祭」を共創したい
という想いを形にしたものでも
あります。

出典：上記文章と写真
「第７回京都学生祭典」
ＨＰから
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（事例１ー⑧ー２）「現代的なコミュニティ」

■人間同士の触れ合い、対話を再発見「隣人祭り」
10年前、パリでわずか数名でスタートした『隣人祭り』は
現在、世界29カ国800万人が参加するワールドワイド・イベ
ントとなり、2008年5月に、日本初の『隣人祭り』が新宿御
苑で開催されて以来、全国各地で開催されています。
「隣人祭り」とは、ヨーロッパをはじめ世界の国々で毎年5
月の最終火曜日に開催しているイベントです。同じ建物や
近所に住んでいる住民や働いている者同士が食べ物を持
ち寄ってパーティをするというものです。
隣近所の人のことを知らない、顔見知りという感覚が失わ
れがちな都会において、人間同士の触れ合い、対話を再発
見することで、人間関係を見つめ直そうという思想から始ま
りました。
（詳細）

（事例１ー⑧ー３）「現代的なコミュニティ」

■「祭」でつながるマンションの新たなコミュニティ
地域の花笠祭に参加するため、マンションの有志を中心に、住民が当日
の参加だけでなく、花笠づくりといった準備から参加。大人も子どもも一緒
に参加することで、一体感が生まれ、祭が終わった後も、住民同士は他人
の子どもを気にかけ、挨拶をかわすという風土が生まれています。
絶対参加という縛りもなく、楽しそうということで、マンションの住民だけで
なく、近隣マンションからの参加者も増えています。

「隣人祭り」開催カレンダー （2008年）

（2009年）

出典：「隣人祭り」日本支部ＨＰより抜粋
http://www.rinjinmatsuri.jp/main/index.php/home

出典：「明日の京都」ﾋﾞｼﾞｮﾝ検討ＰＴ作成
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祭 合計特殊出生率

平成１５～１９年

刑法犯認知件数

人口１０万人当たり

人口市町村名

（図１ー⑨）「祭」が盛んな人口１０万人未満の中小都市における刑法犯認知件数と
合計特殊出生率

出典：人口：総務省統計局「国勢調査報告2005」
刑法犯認知件数（人口10万人当たり）：警察庁刑事局「犯罪統計書（2006）」
合計特殊出生率：厚生労働省「人口動態統計特殊報告（平成15～19年）」

1.311,605件全国平均

1.741,114件５,922人江迎・千灯籠まつり長崎県江迎町

1.421,100件18,185人那智の火祭り和歌山県那智勝浦町

1.53881件61,871人石崎奉燈祭石川県七尾市

1.52947件96,231人秋の高山祭岐阜県高山市

1.68901件47,495人郡上おどり岐阜県郡上市

1.44740件52,572人吉田の火祭り山梨県富士吉田市

1.58993件53,177人沼田まつり群馬県沼田市

1.701,081件40,717人新庄まつり山形県新庄市

1.58441件36,753人花輪ばやし秋田県鹿角市
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【論点 ２ 】 人々はどのような価値観で、地域とつながるか？
＜人と地域のつながり＞

資料② 居住地に関する意識と動向について

資料① 大都市への集中と疲弊する地方の状況について

ご意見をいただきたいこと

自分が暮らしたい処を選択する上で、何を一番大切にしたいと考えますか？

また、そのためには、どんなことをしていかなければならないとお考えですか？

東京都に人口、大企業本社、資金が集中しています。（図２－①）

人口の移動の大半は東京圏と地方圏の間で行われ、90年代半ば以降は東京圏への移動が増大しています。（図２－②）

東京圏への転入・転出は有効求人倍率等の経済的要因との関連性が見られます。（図２－③）

ショッピングセンターなど地方都市の中心地域における都市機能の空洞化が進行しています。（図２－④）

１０年以内に消滅、いずれ消滅の可能性のある集落は約2,600にのぼります。（図２－⑤）

多くの日本人が、「長い歴史と伝統」、「美しい自然」、「すぐれた文化や芸術」を日本人の誇りと感じています。（図２－⑥）

地方住民の定住したい理由は「豊かな自然や歴史」「家族との同居」、転居したい理由は「不便」「仕事の事情」が上位を占めて
います。 （図２－⑦）

都市住民の４割に農山漁村地域への二地域居住の願望があり、２割に定住願望があります。 （図２－⑧）

移動した人のうち、出生県へUターン移動した人の割合が４０歳代後半から６０歳代前半で年々高くなっています。 （図２－⑨）

将来住みたい地域では、「地方の中枢都市」と「地方の町村」の比率が現状よりも高くなっています。 （図２－⑩）

シニア世代の移住や住みかえを支援する仕組みが現れています。 （図２－⑫）

京都府南北間の時間距離は短縮されつつあります。（図２－⑬）
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１７５兆円
（４１．７％）

１８２兆円
（３３．２％）

３，４８２社
（４８．６％）

１，２７６万人
（１０．０％）

平成２０年度銀行貸出残高
（対全国比）

平成1９年度年間商品販売額（卸売＋
小売） （対全国比）

平成17年度大企業本社数（資本金
10億円以上）（対全国比）

平成19年度人口（対全国比）

（図２ー①）東京一極集中の現状

出典：人口：総務省統計局「統計でみる都道府県のすがた2009」
大企業本社数：国税庁統計年報書
年間商品販売額：経済産業省「商業統計調査報告」
銀行貸出残高：日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」

（図２ー②）三大都市圏、地方圏及び東京都における人口純移動

出典：国土交通省国土審議会計画部会資料（第１１回、18.8.7）

（図２ー③）東京圏への転入・転出と経済諸変数の相関

有効求人倍率格差

地価格差

一人あたりの県民所得格差

転入数

転出数

転入超過数

出典：国土交通省国土審議会計画部会資料（第１１回、18.8.7）
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（図２ー⑤）今後の消滅の可能性別集落数

出典：国土交通省「国土形成計画策定のための集落の状況
に関する現況把握調査」（19年8月）

（図２ー④）地方都市における都市機能の空洞化

出典：国土交通省「地方都市における官民連携によるまちづくりの
推進方策の検討 中間とりまとめ」（19年１１月）
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（図２ー⑥）日本人の誇りについて

出典：内閣府「平成２０年社会意識に関する世論調査」

（図２ー⑦）宇治田原町民の定住意向について

◇定住意向

◇住み続けたい理由

◇転居したい理由

出典：宇治田原町「まちづくりのため
の住民意識調査報告書」

（平成16年9月）
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出典：国土交通省「２０３０年の国土と生活の将来ビジョンに関する
アンケート結果」（平成１８年５月）

（図２ー⑩）２０３０年頃を想定した将来住みたい地域

（図２ー⑧）農山漁村地域への二地域居住・定住願望
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出典：「国立社会保障・人口問題研究所人口移動調査」により
「明日の京都」ビジョン検討ＰＴ作成

（図２ー⑨）出生県へのUターン移動の状況

出典：国土交通省国土審議会計画部会資料（第９回、18.4.11）
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（図２ー⑫）マイホーム借り上げ制度

「一般社団法人移住・住みかえ支援機構」が実施。
シニア（50歳以上）のマイホームを最長で終身にわたって借上げ
て転貸し、安定した賃料収入を保証するもの。
これにより自宅を売却することなく住みかえや老後の資金として
活用することが可能。
また、家を借りたい方には、敷金･礼金がないなど、優良な住宅
をリーズナブルな家賃で提供。
ライフスタイルに合わなくなったシニアの家を、有効に活用するこ
とで、家を貸したい方と借りたい方の双方にメリットの生まれる制
度。

国の基金によるサポートも得て、安定した賃料収入を保証。 出典：一般社団法人移住・住みかえ支援機構ＨＰより抜粋
http://www.jt-i.jp/
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（図２ー⑬ー１ ）京都府内の高速道路の整備効果

出典：京都府作成「京都の高速道路」に
「明日の京都」ビジョン検討ＰＴ
が追加（20年度末の時間）

１０５分
（Ｈ20末）

（図２ー⑬ー２ ）京都府内ブロードバンドサービスの提供状況

出典：総務省近畿総合通信局ＨＰに掲載の資料に
「明日の京都」ビジョン検討ＰＴが追加
・白地部分の追加説明
・「超高速」と「ＤＳＬ」の両方が可能な地域を斜線で
示した

※白地部分はゼロ地域
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